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1.　18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日～平成 18年 9月 30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　      百万円 ％ 百万円 ％ 百万円　　 ％

18年 9月中間期    10,993 6.8   142 △5.4 206 △5.4

17年 9月中間期 10,296 6.5 151 △0.6 217 12.5

 18年 3月期　   22,803 　 342 　 451 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 　銭　　

 18年 9月中間期 101 ─ 2.91 　

 17年 9月中間期 △668 ─ △19.10 　

 18年 3月期　  △297 　 △ 8.50 　
(注) ① 期中平均株式数 18年 9月中間期 34,996,697株 17年 9月中間期 34,999,894株 18年3月期 34,999,064株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 　銭

18年　9月中間期 14,351 3,471 24.2 99.19 　

17年　9月中間期 14,107 3,060 21.7 87.44 　

18年　3月期    14,174 3,374 23.8 96.41 　
(注) ① 期末発行済株式数 18年 9月中間期 34,995,540株 17年 9月中間期 34,998,607株 18年 3月期 34,997,643株

　 ② 期末自己株式数 18年 9月中間期 24,460株 17年 9月中間期 21,393株 18年 3月期 22,357株

　

2.　19年　3月期の業績予想（平成 18年 4月 1日～平成 19年 3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 23,000 500 150

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　4円29銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

平成18年3月期 ─  ─ ─

平成19年3月期(実績） ─ ―
─

平成19年3月期(予想） ― ─

　
※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

　　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。　
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　現金及び預金 　 　 676,261 　 　 763,831 　 　 457,305 　

　　　受取手形 ※５ 　 2,113,486 　 　 2,950,706 　 　 2,369,031 　

　　　売掛金 　 　 2,647,687 　 　 2,504,518 　 　 3,219,845 　

　　　たな卸資産 　 　 322,893 　 　 351,327 　 　 341,297 　

　　　繰延税金資産 　 　 70,851 　 　 99,491 　 　 74,540 　

　　　その他 　 　 678,001 　 　 1,027,115 　 　 752,474 　

　　　貸倒引当金 　 　 △13,346 　 　 △18,522 　 　 △18,113 　

　　　流動資産合計 　 　 6,495,835 46.0 　 7,678,468 53.5 　 7,196,381 50.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　建物 ※２ 　 671,507 　 　 685,578 　 　 690,422 　

　　　構築物 　 　 490,483 　 　 493,507 　 　 497,972 　

　　　機械及び装置 　 　 519,157 　 　 558,687 　 　 567,099 　

　　　土地 ※２ 　 2,110,025 　 　 1,825,303 　 　 1,940,948 　

　　　その他 　 　 369,884 　 　 345,348 　 　 324,913 　

　　　有形固定資産合計 　 　 4,161,058 　 　 3,908,426 　 　 4,021,356 　

　２　無形固定資産 　 　 202,205 　 　 204,043 　 　 208,359 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　投資有価証券 ※２ 　 1,052,842 　 　 922,495 　 　 954,066 　

　　　長期貸付金 　 　 1,265,116 　 　 845,756 　 　 909,841 　

　　　繰延税金資産 　 　 558,143 　 　 554,952 　 　 617,667 　

　　　その他 　 　 381,923 　 　 245,134 　 　 274,828 　

　　　貸倒引当金 　 　 △9,198 　 　 △7,362 　 　 △7,714 　

　　　投資その他の資産
　　　合計　

　 　 3,248,825 　 　 2,560,975 　 　 2,748,688 　

　　　固定資産合計 　 　 7,612,090 54.0 　 6,673,444 46.5 　 6,978,403 49.2

　　　資産合計 　 　 14,107,925 100.0 　 14,351,913 100.0 　 14,174,785 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　支払手形 ※５ 　 647,506 　 　 756,340 　 　 578,264 　

　　　買掛金 ※２ 　 2,802,150 　 　 3,319,546 　 　 3,415,213 　

　　　短期借入金 　 　 5,838,000 　 　 5,338,000 　 　 5,038,000 　

　　　未払法人税等 　 　 89,032 　 　 14,372 　 　 95,612 　

　　　賞与引当金 　 　 115,247 　 　 118,919 　 　 119,996 　

　　　その他 　 　 303,087 　 　 337,692 　 　 420,395 　

　　　流動負債合計 　 　 9,795,023 69.4 　 9,884,870 68.9 　 9,667,482 68.2

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　長期借入金 　 　 308,000 　 　 68,000 　 　 188,000 　

　　　退職給付引当金 　 　 911,359 　 　 893,810 　 　 911,837 　

　　　その他 　 　 33,299 　 　 34,092 　 　 33,352 　

　　　固定負債合計 　 　 1,252,659 8.9 　 995,902 6.9 　 1,133,189 8.0

　　　負債合計 　 　 11,047,682 78.3 　 10,880,772 75.8 　 10,800,671 76.2

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,261,000 16.0 　 ― ― 　 2,261,000 15.9

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 885,000 　 　 ― 　 　 885,000 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 885,000 6.3 　 ― ― 　 885,000 6.2

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　当期未処分利益
　　　又は中間未処理
　　　損失(△)

　 △163,436 　 　 ― 　 　 207,586 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 △163,436 △1.2 　 ― ― 　 207,586 1.5

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 80,016 0.6 　 ― ― 　 23,070 0.2

Ⅴ　自己株式 　 　 △2,336 △0.0 　 ― ― 　 △2,544 △0.0

　　　資本合計 　 　 3,060,243 21.7 　 ― ― 　 3,374,113 23.8

　　　負債及び資本合計 　 　 14,107,925 100.0 　 ― ― 　 14,174,785 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本金 　 　 ― ― 　 2,261,000 15.7 　 ― ―

　　　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　資本準備金 　 ― 　 　 885,000 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 885,000 6.2 　 ― ―

　　　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　その他利益剰余金 　 　 　 　  
　

　
　 　 　 　

　　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 309,586 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 309,586 2.2 　 ― ―

　　　自己株式 　 　 ― ― 　 △2,946 △0.0 　 ― ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 3,452,639 24.1 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― 　 　 18,501 　 　 ― 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 18,501 0.1 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 3,471,140 24.2 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 14,351,913 100.0 　 ― ―
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② 中間損益計算書
　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 10,296,625 100.0 　 10,993,859 100.0 　 22,803,022 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 8,416,277 81.7 　 9,083,528 82.6 　 18,988,880 83.3

　　　売上総利益 　 　 1,880,347 18.3 　 1,910,330 17.4 　 3,814,141 16.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 1,729,232 16.8 　 1,767,429 16.1 　 3,471,199 15.2

　　　営業利益 　 　 151,115 1.5 　 142,901 1.3 　 342,942 1.5

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

     受取利息及び配当金 　 32,950 　 　 25,891 　 　 60,507 　 　

     賃貸料 　 107,748 　 　 101,645 　 　 206,725 　 　

     雑収入 　 31,570 172,269 1.6 30,453 157,990 1.4 63,884 331,117 1.5

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

     支払利息 　 49,612 　 　 39,682 　 　 95,156 　 　

     賃貸費用 　 41,060 　 　 26,857 　 　 76,864 　 　

     雑損失 　 14,761 105,434 1.0 28,099 94,640 0.8 50,062 222,083 1.0

　　 　経常利益 　 　 217,949 2.1 　 206,251 1.9 　 451,976 2.0

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

     固定資産売却益 ※１ ─ 　 　 16,805 　 　 9,993 　 　

     投資有価証券売却益 　 ─ 　 　 ─ 　 　 110,517 　 　

     関係会社株式売却益 　 ─ 　 　 ─ 　 　 256,167 　 　

     貸倒引当金戻入益 　 7,447 　 　 ─ 　 　 3,417 　 　

     その他 　 164 7,611 0.1 ─ 16,805 0.1 164 380,259 1.7

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

     固定資産売却及び除却損 ※２ 10,933 　 　 50,581 　 　 108,818 　 　

     減損損失 ※３ 803,060 　 　 ─ 　 　 803,060 　 　

     関係会社株式評価損 　 ─ 　 　 ─ 　 　 31,499 　 　

     役員退職慰労金 　 51,400 　 　 26,570 　 　 51,400 　 　

     過年度土地賃借料 　 ─ 　 　 ─ 　 　 19,912 　 　

     その他 　 ─ 865,394 8.4 1,996 79,147 0.7 ─ 1,014,690 4.5

      税引前中間純利益
      又は税引前中間(当期)
　　　純損失(△)

　 　 △639,833 △6.2 　 143,909 1.3 　 △182,453 △0.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 81,500 　 　 1,011 　 　 192,000 　 　

　　　法人税等調整額 　 △52,957 28,542 0.3 40,898 41,910 0.4 △77,102 114,897 0.5

　　　中間純利益又は中
　　　間(当期)純損失(△)

　 　 △668,375 △6.5 　 101,999 0.9 　 △297,351 △1.3

　　　前期繰越利益 　 　 504,938 　 　 　 　 　 504,938 　

　　　当期未処分利益又は
      中間未処理損失(△)

　 　 △163,436 　 　 　 　 　 207,586 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

― 39 ―



③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 2,261,000 885,000 885,000 207,586 207,586 △ 2,544 3,351,042

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　中間純利益 　 　 ─ 101,999 101,999 　 101,999

　自己株式の取得 　 　 ─ 　 ─ △ 402 △ 402

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 ─ 　 ─ 　 ─

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

─ ─ ─ 101,999 101,999 △ 402 101,597

平成18年９月30日残高(千円) 2,261,000 885,000 885,000 309,586 309,586 △ 2,946 3,452,639

　

　

　

評価・換算差額等

純資産合計

　 　 　 　

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　

平成18年３月31日残高(千円) 23,070 23,070 3,374,113 　 　 　 　
中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　
　中間純利益 　 ─ 101,999 　 　 　 　
　自己株式の取得 　 ─ △ 402 　 　 　 　
　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△ 4,569 △ 4,569 △ 4,569
　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△ 4,569 △ 4,569 97,027
　 　 　 　

平成18年９月30日残高(千円) 18,501 18,501 3,471,140 　 　 　 　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

(1) たな卸資産
　移動平均法による原価法

(1) たな卸資産
同左

(1) たな卸資産
同左

　 (2) 有価証券
　①　子会社株式及び関連

会社株式
　　　　総平均法による原

価法
　②　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部資本直入法に
より処理し、売却
原価は総平均法に
より算定)

　　　時価のないもの
　　　　総平均法による原

価法

(2) 有価証券
　①　子会社株式及び関連

会社株式
同左

　
　②　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は、総平均
法により算定）

　　　時価のないもの
同左

(2) 有価証券
　①　子会社株式及び関連

会社株式
同左

　
　②　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　決算日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は総平均法により
算定)

　　　時価のないもの
同左

２　固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
　　定率法(一部定額法)を

採用しております。
　　ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物
(附属設備を除く)につい
ては、定額法を採用して
おります。なお、耐用年
数及び残存価額について
は、法人税法の規定する
方法と同一の基準によっ
ております。

(1) 有形固定資産
同左

(1) 有形固定資産
同左

　 (2) 無形固定資産
　　定額法を採用しており

ます。
　　なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を
採用しております。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個
別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計
上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末におい

て発生している額を計上

しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いる額を計上しておりま

す。

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　金利スワップの特例要

件を充たすため、特例処

理を採用しております。

───
　

───
　

　 (2) ヘッジ手段、ヘッジ対

象

　　ヘッジ手段…金利スワ

　　　　　　　　ップ

　　ヘッジ対象…借入金の

利息

　

　

　

　

　 (3) ヘッジ方針

　　リスク管理方針につい

て定めた内部規程に基づ

いて、金利変動リスクを

ヘッジしております。

　

　

　

　

　 (4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　すべて金利スワップの

特例処理によっているた

め、有効性の評価を省略

しております。

　

　

　

　

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用してお

り、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その

他」に含めて表示してお

ります。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用してお

ります。
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日

　至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日

　至　平成18年９月30日)

前事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会　平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成15年10

月31日　企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。

　これにより税引前中間純利益が

803,060千円減少しております。

　なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

─── 　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成15年10月31日

　企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。

　これにより税引前当期純利益が

803,060千円減少しております。

　なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

─── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12月

９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,471,140千円で

あります。

　中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

───

─── （自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正）

　当中間会計期間から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　最終改正平成18年８月11日

　企業会計基準第１号）及び「自己

株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会　最終改正平成18年８月

11日　企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

───
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

項目
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の

減価償却累計額

　

7,507,682千円

　

7,355,198千円

　

7,475,045千円

※２　担保資産

　　(1) 担保に供して

いる資産

建物

土地

投資有価証券

計

　

　

　

661千円

　55,810

198,017 　

254,489 　

　

　

　

605千円

55,810 　

171,578 　

227,994 　

　

　

　

632千円

55,810 　

171,406 　

227,848 　

　　(2) 担保資産に対

する債務

買掛金

保証債務

計

　

　

174,845千円

90,056 　

264,901 　

　

　

160,012千円

92,349 　

252,361 　

　

　

263,428千円

76,791 　

340,219 　

　３　偶発債務 　下記の会社の金融機関か

らの借入について債務保証

を行っております。

東邦運送㈱ 558,750千円

東邦新潟㈱ 294,878

東邦岩手㈱ 206,030

常磐熔材㈱ 140,000

朝日産業㈱ 90,056

八戸液酸㈱ 90,000

その他２社 103,388

計 1,483,102

　下記の会社の金融機関か

らの借入について債務保証

を行っております。

東邦岩手㈱ 612,664千円

東邦運送㈱ 517,230

東邦新潟㈱ 407,961

常磐熔材㈱ 287,613

朝日産業㈱ 92,349

八戸液酸㈱ 60,000

その他３社 60,985

計 2,038,803

　下記の会社の金融機関か

らの借入について債務保証

を行っております。

東邦運送㈱ 538,710千円

東邦新潟㈱ 376,396

常磐熔材㈱ 240,776

東邦岩手㈱ 203,810

朝日産業㈱ 76,791

八戸液酸㈱ 75,000

その他３社 53,400

計 1,564,883

　 　上記のほか、下記の会社

の金融機関からの借入につ

いて保証予約を行っており

ます。

㈱福島共同
ガス
センター

152,500千円

八戸液酸㈱ 50,250
㈱いわき
水素

2,975

計 205,725

　上記のほか、下記の会社

の金融機関からの借入につ

いて保証予約を行っており

ます。

㈱福島共同
ガス
センター

133,250千円

八戸液酸㈱ 44,250
㈱いわき
水素

1,275

計 178,775

　上記のほか、下記の会社

の金融機関からの借入につ

いて保証予約を行っており

ます。

㈱福島共同
ガス
センター

137,500千円

八戸液酸㈱ 47,500
㈱いわき
水素

2,125

計 187,125

４　受取手形割引高 1,499,996千円 1,499,589千円 1,799,980千円

※５　中間期末日満期

手形

　

─── 　中間会計期間末日満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理しております。

　なお、当中間会計期間末

日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計

期間末残高に含まれており

ます。

受取手形　 181,734千円

支払手形　 104,971千円

───

　

― 44 ―



(中間損益計算書関係)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　固定資産売却益

の内訳

　 　 　

建物

構築物

機械及び装置

土地

その他

計

―千円

―　
―　

―　
―　
―　

─千円

732　
10　

5,703　
10,358　
16,805　

833千円

1,881　
2,324　

─　
4,952　
9,993　

※２　固定資産売却及

び除却損の内訳

　 　 　

建物

構築物

機械及び装置

土地

その他

撤去費用

計

4,179千円

775　

2,578　

―　

1,862　

1,538　

10,933　

637千円

7,151　

3,189　

36,616　

2,266　

720　

50,581　
　

4,573千円

1,988　

4,002　

87,989　

3,411　

6,852　

108,818　
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※３　減損損失 当社は、以下の資産のグル

ープについて減損損失を計上

しております。

地域 用途 種類
減損損失

(千円)

東京都
遊休

資産

土地、

無形固

定資産

285,970

青森県
遊休

資産
土地 162,490

山形県
遊休

資産
土地 201,370

千葉県 事業所

建物、

機械装

置他

77,029

その他
遊休

資産

土地、

建物他
76,201

合計 803,060

　資産のグルーピングについ

ては、管理会計上の区分に基

づく事業所及び営業所を基本

単位とし、賃貸資産及び遊休

資産については個々の物件単

位毎に行っております。

この結果、将来の使用が見

込まれていない遊休資産につ

いては地価の下落により、事

業所については営業損益が悪

化し短期的な業績の回復が見

込まれないことにより、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（803,060千円）として特別損

失に計上しており、その内訳

は、土地499,920千円、建物

35,983千円、機械装置18,467

千円、無形固定資産212,680千

円、その他36,007千円であり

ます。

なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地、借地権に

ついては不動産鑑定評価により

算出し、また、その他の資産に

ついては汎用性のない資産であ

ることから、有償での売却可能

性は無いものと評価しておりま

す。

───
　

当社は、以下の資産のグル

ープについて減損損失を計上

しております。

地域 用途 種類
減損損失

(千円)

東京都
遊休

資産

土地、

無形固

定資産

285,970

青森県
遊休

資産
土地 162,490

山形県
遊休

資産
土地 201,370

千葉県 事業所

建物、

機械装

置他

77,029

その他
遊休

資産

土地、

建物他
76,201

合計 803,060

　資産のグルーピングについ

ては、管理会計上の区分に基

づく事業所及び営業所を基本

単位とし、賃貸資産及び遊休

資産については個々の物件単

位毎に行っております。

この結果、将来の使用が見

込まれていない遊休資産につ

いては地価の下落により、事

業所については営業損益が悪

化し短期的な業績の回復が見

込まれないことにより、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（803,060千円）として特別損

失に計上しており、その内訳

は、土地499,920千円、建物

35,983千円、機械装置18,467

千円、無形固定資産212,680千

円、その他36,007千円であり

ます。

なお、当資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地、借地権に

ついては不動産鑑定評価により

算出し、また、その他の資産に

ついては汎用性のない資産であ

ることから、有償での売却可能

性は無いものと評価しておりま

す。

４ 減価償却実施額

  有形固定資産

　無形固定資産

計

　

140,430千円

10,361

150,791

  

139,497千円

12,081

151,579

　

290,964千円

21,234

312,198
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 22,357 2,103 ─ 24,460
　
(注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

(リース取引関係)

半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

前中間会計期間末（平成１７年９月３０日）　

　　　　 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　　　 当中間会計期間末（平成１８年９月３０日）

　　　　 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　　

　　　 前事業年度末（平成１８年３月３１日）

　　　   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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